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１．国内外の再生可能エネルギーの現状
（１）直近のデータ
（２）国内の政策動向（再エネ政策の全体像）

２．今年度の調達価格等算定委員会の論点案



①世界の動向：再生可能エネルギーの導入状況

 国際機関の分析によれば、世界の再生可能エネルギー発電設備の容量（ストック）は2015年に約2,000GW程
度まで増加し、最も容量の大きい電源となった。

 その後も、引き続き再生可能エネルギー発電設備の容量は増加しており、年間約180GWのペースで増加している。
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世界全体の発電設備容量（ストック）

IEA「World Energy Outlook」2016～2020年度版より資源エネルギー庁作成
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①世界の動向：再生可能エネルギーの発電比率 4
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（参考）面積あたりの各国太陽光設備容量 5

日 独 英 仏 中 印 米
国土面積 38万km2 36万km2 24万km2 54万km2 960万km2 329万km2 963万km2

平地面積※
(国土面積に占める割合)

13万km2
(34%)

25万km2
(69%)

21万km2
(88%)

37万km2
(69%)

740万km2
(77%)

257万km2
(78%)

653万km2
(68%)

太陽光の設備容量（GW） 56 45 13 10 175 28 63

太陽光の発電量（億kWh） 690 462 129 102 1,969 361 872

発電量（億kWh） 10,277 6,370 3,309 5,766 71,855 15,832 44,339

太陽光の総発電量
に占める比率

6.7% 7.3% 3.9% 1.8% 2.7% 2.3% 2.0%

（出典）外務省HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html）、Global Forest Resources Assessment 2020（http://www.fao.org/3/ca9825en/CA9825EN.pdf）
IEA Market Report Series - Renewables 2019（各国2018年度時点の発電量）、総合エネルギー統計(2019年度速報値)、FIT認定量等より作成

※平地面積は、国土面積から、Global Forest Resources Assessment 2020の森林面積を差し引いて計算したもの。
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【平地面積あたりの太陽光設備容量】【国土面積あたりの太陽光設備容量】（kW/㎢） （kW/㎢）
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 国土面積あたりの日本の太陽光導入容量は主要国の中で最大。平地面積でみるとドイツの２倍。

http://www.fao.org/3/ca9825en/CA9825EN.pdf


①世界の動向：再生可能エネルギーのコストの状況

 世界では、太陽光発電・風力発電を中心に再エネコストが低減傾向。

 世界のLCOEと入札制度における落札価格を比較すると、太陽光発電・陸上風力発電ともに、落札価格の平均値
はLCOEの水準よりも低い傾向となっている。
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※IEA Renewables 2017をもとに資源エネルギー庁作成。



②日本の動向：再生可能エネルギーの導入状況（ⅰ）

 日本において以前から開発が進んできた水力を除く再生可能エネルギーの全体の発電量に占める割合は、FIT制度
の創設以降、2.6％（2011年度）から10.3％（2019年度）に増加（水力を含めると10.4％から18.1％
に増加）。
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【発電電力量の構成（2019年度）】
再エネ比率＝18.1％

水力除く再生可能エネルギー

【発電電力量の構成（2011年度）】
再エネ比率＝10.4％

出典： 総合エネルギー統計より資源エネルギー庁作成
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②日本の動向：再生可能エネルギーの導入状況（ⅱ） 8

 国際機関の分析によれば、日本の再エネ導入量は世界第６位、このうち太陽光発電は世界第３位。

 この7年間で約3倍にという日本の増加スピードは、世界トップクラス。

発電電力量の国際比較（水力発電除く）

2012年 2019年

日本 309 1,056

EU 3,967 6,600

ドイツ 1,213 2,227

イギリス 359 1,146

世界 10,586 27,938

3.4倍

1.7倍

1.8倍

3.2倍

2.8倍

単位：億kWh

出典：IEA データベースより資源エネルギー庁作成
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②日本の動向：現行「エネルギーミックス」実現への道のり 9

※バイオマスはバイオマス比率考慮後出力。
※改正FIT法による失効分（2021年３月時点で確認できているもの）を反映済。
※地熱・中小水力・バイオマスの「ミックスに対する進捗率」はミックスで示された値の中間値

に対する導入量の進捗。

(kW) 導入水準
(21年３月)

FIT前導入量
＋FIT認定量

(21年3月)

現行ミックス
(2030年度)

ミックスに
対する

導入進捗率

太陽光 6,200万 8,100万 6,400万 約97%

風力 450万 1,190万 1,000万 約45%

地熱 61万 67万
140～

155万
約41%

中小
水力

980万 1,000万
1,090～

1,170万
約87%

バイオ
マス

500万 1,030万
602～

728万
約75%

2010
年度

水力 8.8
～9.2％程度

風力 1.7％程度

地熱 1.0
～1.1％程度

太陽光
7.0％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.7～4.6％程度

2030
年度

ベースロード比率
：56％程度

10,650億kWh
（電力需要＋送配電ロス等）

＜電源構成＞

火力全体：65％
ＬＮＧ 29％

石油 9％
石炭 28％

原子力 25％

再エネ 9％

2019
年度

再エネ 18%

原子力 6％

原子力
22～20％程度

火力全体：56％程度
ＬＮＧ 27％程度
石油 3％程度
石炭 26％程度

再エネ
22～24％程度

火力全体：76％
ＬＮＧ 37％

石油 7％
石炭 32％

風力 0.7％

地熱 0.3％

太陽光
6.7%

ﾊﾞｲｵﾏｽ 2.6％

水力
7.8%

出典）総合エネルギー統計(2019年度確報値)等を基に資源エネルギー庁作成



（参考）電源別のFIT認定量・導入量（2021年３月末時点） 10

 2021年3月末時点で、FIT制度開始後に新たに運転を開始した設備は、約6,140万kW（制度開始前の約３
倍）。FIT認定容量は、約9,820万kW。

 FIT認定容量のうち、運転開始済の割合は約62％。FIT制度開始後に新たに運転を開始した設備の約91%、
FIT認定容量の約77％を太陽光が占める。

＜2021年3月末時点のFIT認定量・導入量＞

※ バイオマスは、認定時のバイオマス比率を乗じて得た推計値を集計。 ※ 各内訳ごとに、四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。
※ 改正FIT法による失効分（2021年3月時点で確認できているもの）を反映済。

設備導入量（運転を開始したもの）

再生可能
エネル
ギー

発電設備
の種類

固定価格買取
制度導入前 固定価格買取制度導入後

2012年６月末

までの
累積導入量

2012年度
（７月～３月末）

・2013年
度の
導入量

2014年度
の

導入量

2015年度
の

導入量

2016年度
の

導入量

2017年度
の

導入量

2018年度
の

導入量

2019年度
の

導入量

2020年度
の

導入量

制度開始後
合計

太陽光
（住宅）

約４７０万kW
207.4万kW 103.5万kW 85.7万kW 79.1万kW 65.9万kW 73.2万kW 76.8万kW 75.8万kW 767.5万kW

（476,577
件）

（228,697
件）

（179,408
件）

（161,356
件）

（133,279
件）

（146,685
件）

（152,239
件）

（141,551
件）

（1,619,792件）

太陽光
（非住宅）

約９０万kW
677.2万kW 837.2万kW 815.2万kW 544.5万kW 474.8万kW 490.7万kW 488万kW 500万kW 4,827.7万kW

（123,730
件）

（152,807
件）

（115,962
件）

（72,578
件）

（53,363
件）

（54,828
件）

（49,174
件）

（33,322
件）

（655,764件）

風力 約２６０万kW
11万kW 22.5万kW 14.8万kW 31万kW 17.8万kW 17万kW 46.8万kW 36.2万kW 197万kW

（21件） （24件） （58件） （152件） （322件） （517件） （340件） （268件） （1,702件）

地熱 約５０万kW
0万kW 0.4万kW 0.5万kW 0.5万kW 0.7万kW 0.9万kW 4.8万kW 1.3万kW 9.1万kW

（2件） （9件） （10件） （8件） （23件） （10件） （6件） （8件） （76件）

中小水力 約９６０万kW
0.6万kW 8.5万kW 9.3万kW 7.9万kW 7.5万kW 6.1万kW 13.3万kW 16.6万kW 69.7万kW

（39件） （56件） （87件） （101件） （86件） （86件） （89件） （79件） （623件）

バイオマ
ス

約２３０万kW
8.7万kW 18万kW 31.4万kW 35.1万kW 49.1万kW 30.7万kW 48.0万kW 44.2万kW 265.1万kW

（46件） （48件） （57件） （67件） （75件） （61件） （62件） （56件） （472件）

合計 約２,０６０万kW
904.8万kW 990.2万kW 957万kW 698.1万kW 615.8万kW 618.5万kW 677.6万kW 674.2万kW 6,136.1万kW

（600,415
件）

（381,641
件）

（295,582
件）

（234,262
件）

（187,148
件）

（202,187
件）

（201,910
件）

（175,284
件）

（2,278,429件）

認定容量

固定価格買取
制度導入後

2012年7月～
2020年３月末

791.8万kW

（1,659,416件）

6,757.9万kW

（781,979件）

1,306.3万kW

（8,006件）

15.9万kW

（103件）

156万kW

（820件）

796.2万kW

（734件）

9,824.2万kW

（2,451,058件）

62.4％



11②日本の動向：FIT調達価格/FIP基準価格・入札上限価格
電源

【調達/交付期間】

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

価格目標

事業用太陽光
(10kW以上)
【20年】

住宅用太陽光
（10kW未満）

【10年】

風力
【20年】

バイオマス
【20年】

※5 ※6 ※7

地熱
【15年】

水力
【20年】

※2 10kW以上50kW未満の事業用太陽光発電には、2020年度から自家消費型の地域活用要件を設定する。ただし、営農型太陽光は、10年間の農地転用許可が認められ得る案件は、自家消費を行わない案件であっても、災害時の活用が可能であればFIT制度の新規認定対象とする。
※4 風力・地熱・水力のリプレースは、別途、新規認定より低い価格を適用。 ※5 主産物・副産物を原料とするメタン発酵バイオガス発電は、当該主産物・副産物が直接燃焼する場合に該当する区分において取り扱う。
※6 新規燃料については、食料競合について調達価格等算定委員会とは別の場において専門的・技術的な検討を行った上で、その判断のための基準を策定し、当該基準に照らして、食料競合への懸念が認められる燃料については、そのおそれがないことが確認されるまでの間は、FIT制度の対象としない。食料競合への懸念
が認められない燃料については、ライフサイクルGHG排出量の論点を調達価格等算定委員会とは別の場において専門的・技術的な検討を継続した上で、ライフサイクルGHG排出量を含めた持続可能性基準を満たしたものは、FIT制度の対象とする。
※７ 石炭（ごみ処理焼却施設で混焼されるコークス以外）との混焼を行うものは、2019年度（一般廃棄物その他バイオマスは2021年度）からFIT制度の新規認定対象とならない。また、2018年度以前（一般廃棄物その他バイオマスは2020年度以前）に既に認定を受けた案件が容量市場の適用を受ける場合は
FIT制度の対象から外す。 ※8 FITの新規認定には、2022年度から地域活用要件を設定する。 ※9 50kW以上1,000kW未満のFIPの新規認定は、入札外で10円。その他入札制の詳細は未定。 ※10 入札は、FIP新規認定について、2022年度は適用なし、2023年度は未定。 入札の回数等は未定。
※11 液体燃料は50kW以上。入札上限価格等に係る詳細は未定。

22円(陸上20kW以上)

40円 36円 32円
29円
27円

42円 38円 37円
33円
35円

※1

31円
33円

24円

※3

21円
（10kW以上

2,000kW未満）

28円
30円

26円
28円

24円
26円

21円
(20kW以上)

※1 7/1～
（利潤配慮期間

終了後）

18円
(10kW以上

2,000kW未満)

18円

※5

36円(浮体式）

※3 出力制御対応機器設置義務あり(2020年度以降は設置義務の有無にかかわらず同区分)

36円(洋上風力（着床式・浮体式）)

20円 19円

※4

14円
(10kW以上
500kW未満)

36円（着床式）

13円
(10kW以上
50kW未満)

12円
(50kW以上
250kW未満)

21円

※2

26円(15,000kW以上)

40円(15,000kW未満)

24円(一般木材等)

24
円

24円
(20,000kW未満)

21円

24円(バイオマス液体燃料)

24円(1,000kW以上30,000kW未満)

29円(200kW以上1,000kW未満)

34円(200kW未満)

20円(5,000kW以上30,000kW未満)

27円 (1,000kW以上5,000kW未満)

24円

24円
(20,000kW未満)

（20,000kW以上）
21円24円

（20,000kW以上）
24円

32円(未利用材)

その他（13円(建設資材廃棄物)、17円(一般廃棄物その他バイオマス)、39円（メタン発酵バイオガス発電 ※５））

32円(2,000kW以上)

40円(2,000kW未満)

※4

※4

8～9円
(2030年)

FIT制度
からの

中長期的な
自立化を
目指す

７円
(2025年)

卸電力
市場価格
(2025年)

12円
(10kW以上
50kW未満)

11円
(50kW以上
250kW未満)

11円
(10kW以上
50kW未満)

10円
(50kW以上

入札対象未満)

※2 ※2

入札制
21円

(2,000kW以上)

入札制
15.5円

(2,000kW以上)

入札制
12円/11.5円

(250kW以上)

入札制
14円/13円
(500kW以上)

※3 ※3 ※3 ※3 19円 17円

55円(陸上20kW未満)

入札制（250kW以上）／入札外（250kW未満）

17円 16円 15円

入札制
34円

32円 29円

（10,000kW未満）
24円

入札制
20.6円 入札制

19.6円
入札制
19.6円

入札制
20.6円

（10,000kW以上）

入札制

※8

※8

※8

※8

※10

入札制
（一定規模

以上)

入札制
11円/10.75円/
10.5円/10.25円

(250kW以上) ※9

入札制
（事前非公表） ※11

※10

※8

※8

※8



12②日本の動向：2022年度のFIT/FIP・入札の対象

50kW０kW 10,000kW1,000kW

FIP（入札対象外）

250kW

FIT（入札）

FIT（地域活用要件あり）

FIT（地域活用要件あり）

FIP（入札）

FIT（入札）

FIP（入札対象外）

FIP（入札対象外）

FIP（入札対象外）

FIP
（入札）FIP（入札対象外）

FIT（地域活用要件あり）

FIP（入札）

FIP（入札対象外）

FIT（地域活用要件あり）

FIP
（入札対象外）

FIP
（入札対象外）

FIP
（入札対象外）

FIT
(入札対象外)

FIT
(入札対象外)

※選択可能

※選択可能

※選択可能

注1）

注1）太陽光の2022年度の入札対象の閾値は、2021年度の閾値をそのまま仮定していることに留意。 注2）なお、地熱・中小水力の当該の閾値は、2023年度も同じとする。

10kW

 風力以外は一定規模以上はFIPのみ認める。また、50kW以上は事業者が希望すればFIPも選択可能。

 なお、既にFIT認定を受けている事業も、50kW以上は事業者が希望すればFIPに移行可能。

電源

太陽光

風力

地熱

中小水力

バイオマス
(一般木質等)

バイオマス
（液体燃料）

バイオマス
（その他）

※選択可能

※選択可能

※選択可能

FIT（地域活用要件あり）
FIT（住宅用）

注2）

注2）

沖縄地域・離島等供給エリアについては、いずれの電源もFITを選択可能とし、また、地熱・中小水力・バイオマスの地域活用要件を求めない。



13②日本の動向：FIT制度に伴う国民負担の状況

 2021年度（予測）の買取費用総額は3.8兆円、賦課金（国民負担）総額は2.7兆円となっている。買取総額
の内訳を見ると、2012年度～2014年度に認定された事業用太陽光発電に係る買取費用が大半を占めている。

 電気料金に占める賦課金割合は、2020年度実績では、産業用・業務用16%、家庭用12%。

（注）発受電月報、各電力会社決算資料等をもとに資源エネルギー庁作成。
グラフのデータには消費税を含まないが、併記している賦課金相当額には消費税を含む。
なお、電力平均単価のグラフではFIT賦課金減免分を機械的に試算・控除の上で賦課金額の幅を図示。

＜旧一般電気事業者の電気料金平均単価と賦課金の推移＞（円/kWh）

( )内は電気料金に占める賦課金の割合

（円/kWh）

10

12

14

16

18

20

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

賦課金
0.35円
相当

（2%）

0.75円
相当

（3%）
1.58円
相当

（8%）
2.25円
相当

（12%）

2.64円
相当

（14%）

2.90円
相当

（15%）

2.95円
相当

（15%）0.22円
相当

（1%）

2.98円
相当

（16%）

電力料
産業用

業務用

10

12

14

16

18

20

22

24

26

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

電灯料
(家庭用)

0.22円
相当

（1%）

0.35円
相当

（1%）

0.75円
相当

（3%）

1.58円
相当

（6%）2.25円
相当

（9%）

2.64円
相当

（10%）

賦課金
2.90円
相当

（11%）

2.95円
相当

（11%）2.98円
相当

（12%）

＜買取総額の内訳＞

住宅用太陽光 0.3兆円 7％

事業用太陽光 2012年度認定 0.8兆円 22％

2013年度認定 1.1兆円 28％

2014年度認定 0.4兆円 10％

2015年度認定 0.1兆円 3％

2016年度認定 0.1兆円 3％

2017年度認定 0.04兆円 1％

2018年度認定 0.1兆円 3％

2019年度認定 0.02兆円 0％

2020年度認定 0.001兆円 0％

2021年度認定 0.0001兆円 ０％

（合計） （2.7兆円） （70%）

風力発電 0.2兆円 5％

地熱発電 0.02兆円 0.4％

中小水力発電 0.1兆円 3％

バイオマス発電 0.5兆円 14％

合計 3.8兆円 ―

60％



14

 太陽光発電・風力発電ともに、コストは着実に低減しているものの、依然として世界より高く、低減スピードも鈍化
の傾向。

②日本の動向：再生可能エネルギーのコストの状況

0

10

20

30

40

50

60

2013
1H

2014
1H

2014
2H

2015
1H

2015
2H

2016
1H

2016
2H

2017
1H

2018
1H

2018
2H

2019
1H

2019
2H

2020
1H

2020
2H

2021
1H

＜世界と日本の太陽光発電のコスト推移＞

（円/kWh）

2021上半期
5.3円

2021上半期
13.8円

太陽光発電
（日本）

太陽光発電
（世界）

8.5円

＜世界と日本の陸上風力発電のコスト推移＞

0

5

10

15

20

25

30

2013
1H

2014
1H

2014
2H

2015
1H

2015
2H

2016
1H

2016
2H

2017
1H

2018
1H

2018
2H

2019
1H

2019
2H

2020
1H

2020
2H

2021
1H

（円/kWh）

2021上半期
11.8円

2021上半期
4.5円

陸上風力発電
（日本）

陸上風力発電
（世界）

7.3円

※BloombergNEFデータより資源エネルギー庁作成。1$=110円換算で計算。

2021/09/07 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第35回）・再エネ主力化小委員会（第13回）合同会議 資料1 抜粋



15③電源別動向：太陽光発電

（円/kWh）

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州の価格は運転開始年である。入札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均。

＜太陽光発電（2,000kW）の各国の買取価格＞

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

非住宅用（2,000kW-） 非住宅用（1,000-2,000kW） 非住宅用（500-1,000kW）

非住宅用（50-500kW） 非住宅用（10-50kW） 住宅用

＜太陽光発電のFIT認定量・導入量＞

FIT導入前 2016年3月 2021年3月 現行
ミックス

6400万kW

※  改正FIT法による失効分（2021年3月時点で確認できているもの）を反映済。

（万kW）

非住宅用
5500万kW

住宅用
900万kW

FIT前導入量
560万kW

FIT前+FIT認定量
8550万kW

導入量
3290万kW

460万kW

2650万kW

430万kW

400万kW

890万kW

260万kW

290万kW

280万kW

600万kW

2710万kW

1280万kW

470万kW

790万kW

2170万kW

590万kW

530万kW

770万kW

1670万kW

470万kW

470万kW

2180万kW

1280万kW

1080万kW

導入量
6160万kW

1140万kW

FIT前+FIT認定量
8110万kW

 太陽光発電については、現行エネルギーミックス（6,400万kW）の水準に対して、現時点のFIT前導入量＋FIT
認定量は8,110万kW、導入量は6,160万kW。10kW～50kWの小規模太陽光案件が多く、事業用太陽光
発電のFIT導入量全体に占める割合は、容量ベースで35%程度となっている。

 2021年度の買取価格は、住宅用（10kW未満）が19円/kWh、事業用（50kW以上250kW未満）が11
円/kWhなどであるが、海外の買取価格と比べて高い。事業用（250kW以上）は入札対象となっている。2021
年度第１四半期・第２四半期の加重平均落札価格はそれぞれ10.82円/kWh、10.60円/kWhである。
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フランス （円/kWh） イタリア （円/kWh） スペイン （円/kWh）

60.7円

6.6円

40.0円

10.6円
(2021年度
第２四半期)



16③電源別動向：風力発電

 風力発電については、現行エネルギーミックス（1,000万kW）の水準に対して、現時点のFIT前導入量＋FIT認
定量は1,560万kW、導入量は450万kW。洋上風力（着床式・浮体式）発電については、現時点では導入案
件は少ないものの、今後の導入拡大が見込まれる。

 買取価格は、陸上風力発電が18円/kWh（2020年度）、着床式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用
外）が32円/kWh（2021年度）などであるが、海外の買取価格と比べて高い。2021年度から陸上風力発電
は入札制となっており、上限価格は17円/kWhとしている。

＜風力発電のFIT認定量・導入量＞

※  改正FIT法による失効分（2021年3月時点で確認できているもの）を反映済。

＜風力発電（20,000kW）の各国の買取価格＞

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州の価格は運転開始年である。入札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均。
日本の2021年度は入札募集前のため、供給価格上限額。

（円/kWh）
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陸上（20kW以上）－洋上 陸上（20kW未満） 洋上

FIT導入前 2016年3月 2021年3月 現行ミックス

FIT前導入量
260万kW

FIT前+FIT認定量
540万kW

FIT前+FIT認定量
1560万kW

導入量
310万kW

導入量
450万kW

280万kW

50万kW

1230万
kW
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70万kW
190万kW

1000万kW

（万kW）

0

5

10

15

20

25

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

日本 （円/kWh） ドイツ （円/kWh） イギリス （円/kWh）

フランス （円/kWh） イタリア （円/kWh） スペイン （円/kWh）

22.0円

17.0円
(2021年度供給
価格上限額）10.9円

7.4円



＜地熱発電（30,000kW）の各国の買取価格＞

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州の価格は運転開始年である。入札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均である。ただし、
イギリスは落札者なしのため入札上限価格。また、イタリアは落札価格非公表のため、入札上限価格。
フランスは12,000kW以上は支援対象外のため、12,000kW設備の価格。

（円/kWh）

17③電源別動向：地熱発電

 地熱発電については、現行エネルギーミックス（140万～155万kW）の水準に対して、現時点のFIT前導入量
＋FIT認定量は68万kW、導入量は61万kW。

 2021年度の買取価格は、15,000kW以上で26円/kWh、15,000kW未満で40円/kWhである。
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＜地熱発電のFIT認定量・導入量＞

FIT導入前 2016年3月 2021年3月 現行ミックス

（万kW）

140～155万kW

※  改正FIT法による失効分（2021年3月時点で確認できているもの）を反映済。
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日本 （円/kWh） ドイツ （円/kWh） イギリス （円/kWh）

フランス （円/kWh） イタリア （円/kWh） スペイン （円/kWh）

26.0円

30.2円

※ドイツでは2012年以降、導入を促進するために
ボーナスとして価格引上げ



＜中小水力発電（200kW）の各国の買取価格＞

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州の価格は運転開始年である。入札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均である。
フランスは発電効率等により価格が異なるが、最も安い場合の価格を採用した。

（円/kWh）
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950

1000

1050
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1150

1200

1000kW以上30000kW未満 200kW以上1000kW未満

200kW未満 FIT前設備の更新（増出力あり）

FIT前設備の更新（増出力なし）

18③電源別動向：中小水力発電

 中小水力発電については、現行エネルギーミックス（1,090万～1,170万kW）の水準に対して、現時点のFIT
前導入量＋FIT認定量は1,000万kW、導入量は980万kW。

 2021年度の買取価格は200kW以上1,000kW未満で29円/kWhなどであるが、海外の買取価格と比べて高
い。

FIT導入前 2016年3月 2021年3月 現行ミックス

FIT前導入量
960万kW

FIT前+FIT認定量
980万kW

FIT前+FIT認定量
1000万kW

導入量
970万kW

導入量
980万kW

1090万～1170万kW

既存設備更新
60万kW

10万kW
30万kW

10万kW
10万kW

100万kW

50万kWFIT新規認定分

（万kW）

＜中小水力発電のFIT認定量・導入量＞

10万kW

※  改正FIT法による失効分（2021年3月時点で確認できているもの）を反映済。
※  新規認定案件の75%は既存設備の更新（増出力なし）、5%は既存設備の更新（増出力あり）と

仮定している。
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14.6円



＜バイオマス発電（5,000kW、ペレット使用）の各国の買取価格＞

（円/kWh）

※資源エネルギー庁作成。1ユーロ＝120円、1ポンド＝150円で換算。
欧州（イタリアを除く。）の価格は運転開始年である。イギリスはFIT制度では支援対象外。
入札対象電源となっている場合、落札価格の加重平均である。
フランス・ドイツは技術等により価格が異なるが、最も安い場合の価格を採用した。

0

200

400

600

800

1000

1200

メタン発酵ガス 未利用材 一般木材等・液体燃料

建設資材廃棄物 一般廃棄物・その他

19③電源別動向：バイオマス発電

 バイオマス発電については、現行エネルギーミックス（602万～728万kW）の水準に対して、現時点のFIT前導
入量＋FIT認定量は1,030万kW、導入量は500万kW。2016～2017年度に輸入材を中心とした大規模な
一般木材等バイオマス発電のFIT認定量が急増した。

 2021年度の買取価格は、一般木材等（10,000kW未満）が24円/kWhなどであるが、海外の買取価格と比
べて高い。一般木材等（10,000kW以上）とバイオマス液体燃料（全規模）については、2018年度より入札
制に移行している。

＜バイオマス発電のFIT認定量・導入量＞

FIT導入前 2016年3月 2021年3月 現行ミックス

FIT前導入量
230万kW

FIT前+FIT認定量
600万kW

FIT前+FIT認定量
1030万kW

導入量
280万kW

導入量
500万kW

602万～728万kW

20万kW

300万kW

40万kW
10万kW

20万kW

10万kW
10万kW

10万kW

60万kW

670万kW

10万kW
50万kW

170万kW

40万kW

40万kW

124万kW

37万kW

16万kW
24万kW

274～400万kW

RPS
127万kW

（万kW）

※  改正FIT法による失効分（2021年3月時点で確認できているもの）を反映済。
※  バイオマス比率考慮済。
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24.0円

12.7円
（2016年）



１．国内外の再生可能エネルギーの現状
（１）直近のデータ
（２）国内の政策動向（再エネ政策の全体像）

２．今年度の調達価格等算定委員会の論点案



再エネ政策の全体像 21

 第６次エネルギー基本計画（案）については、８月上旬に総合資源エネルギー調査会基本政策分科会でとりまと
められており、現在パブリックコメントを実施中。

エネルギー基本計画（案）の概要（第６次エネルギー基本
計画（案）に対するパブリックコメント関連資料）より抜粋



（５）再生可能エネルギーの主力電源への取組
再生可能エネルギーは、世界的には、発電コストが急速に低減し、他の電源と比べてもコスト競争力のある電源となってきており、導入

量が急増している。我が国においても、2012年7月のＦＩＴ制度の導入以降、10％であった再生可能エネルギー比率は2019年度に
は18％にまで拡大した。導入容量は再生可能エネルギー全体で世界第６位となり、再生可能エネルギーの発電電力量の伸びは、
2012年以降、約３倍に増加するというペースで、欧州や世界平均を大きく上回る等、再生可能エネルギーの導入は着実に進展してい
る。特に、平地面積当たりの太陽光の導入容量は世界一であり、我が国は、限られた国土を賢く活用して再生可能エネルギーの導入を
進めてきた。
今後とも、2050年カーボンニュートラル及び2030年度の温室効果ガス排出削減目標の実現を目指し、エネルギー政策の原則である

Ｓ＋３Ｅを大前提に、電力部門の脱炭素化に向け、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、再生可能エネルギーに最優先の
原則で取り組み、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入を促す。具体的には、地域と共生する形での適地確保
や事業実施、コスト低減、系統制約の克服、規制の合理化、研究開発などを着実に進め、電力システム全体での安定供給を確保し
つつ、導入拡大を図っていく。
我が国の再生可能エネルギーの発電コストは、着実に低減が進んできてはいるものの、工事費、立地規制等の要因から、国際水準と

比較すると依然高い状況にある。また、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、再生可能エネルギー賦課金は2021年度において既に
2.7兆円に達すると想定されるなど、今後、国民負担を抑制しつつ導入拡大との両立を図っていく必要がある。このため、再生可能エネル
ギーのコストを他の電源と比較して競争力ある水準まで低減させ、自立的に導入が進む状態を早期に実現していく。また、再生可能エネ
ルギーの自立化に向けたステップとして、電力市場における需給の状況に応じた行動を再生可能エネルギー発電事業者が自ら取ることを
促していくことも重要である。このため、再生可能エネルギーの早期の自立化に向けて、コスト低減や電力市場への統合を積極的に進
めていく。
また、ＦＩＴ制度の導入を契機とした再生可能エネルギーの急速な導入拡大に伴い、様々な事業者の参入が拡大した結果、景観や

環境への影響、将来の廃棄、安全面、防災面等に対する地域の懸念が高まっているという事実もある。再生可能エネルギーが長期にわ
たり安定的に発電する電源として、地域や社会に受け入れられるよう、地域の理解の促進や適正な事業規律の確保、安全面の不安
の払拭に努めていく。
さらに、再生可能エネルギーの最大限の導入に向けて、再生可能エネルギーのポテンシャルの大きい地域と大規模消費地を結ぶ系統
容量の確保や、太陽光や風力といった自然変動電源の出力変動への対応、電源脱落等の緊急時における系統の安定性の維持と
いった系統制約の克服も非常に重要であり、最大限取り組んでいく。
こうした取組や電源別の特徴を踏まえた取組など、あらゆる取組を総動員することで、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら、再

生可能エネルギーの最大限の導入を進めていく。なお、再生可能エネルギーの最大限の導入を効果的に進めるに当たっては、それぞれ
の政策の進捗状況を把握・評価した上で、不断の見直しを行っていく。 22

（参考）第6次エネルギー基本計画案（抜粋①） 22



（参考）2030年におけるエネルギー需給の見通しのポイント 23
エネルギー基本計画（案）の概要（第６次エネルギー基本
計画（案）に対するパブリックコメント関連資料）より抜粋



（参考）2030年度の再生可能エネルギー導入見込量 24
2021/09/07 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第35回）・再エネ主力化小委員会（第13回）合同会議 資料1 抜粋



（参考）2030年度の再生可能エネルギー導入見込量：野心的水準 25

2030年度におけるエネルギー需給の見通し（参考資料）（第６次エネ
ルギー基本計画（案）に対するパブリックコメント関連資料）より抜粋



（参考）新たな「エネルギーミックス」実現への道のり 26

2030年度
（見通し）

発電電力量：9340億kWh

＜電源構成＞

出典）総合エネルギー統計(2019年度確報値)等を基に資源エネルギー庁作成

※バイオマスはバイオマス比率考慮後出力。
※改正FIT法による失効分（2021年３月時点で確認できているもの）を反映済。
※太陽光の「ミックスに対する進捗率」はミックスで示された値の中間値に対する導入量の進捗。

(kW) 導入水準
(21年３月)

FIT前導入
量

＋FIT認定
量 (21年3月)

ミックス
(2030年度)

ミックスに
対する

導入進捗率

太陽光 6,200万 8,100万
10,350～

11,760万
約56%

風力 450万 1,190万 2,360万 約19%

地熱 61万 67万 148万 約41%

中小
水力

980万 1,000万 1,040万 約94%

バイオ
マス

500万 1,030万 800万 約63%

化石火力：65％
ＬＮＧ 29％
石油等 9％
石炭 28％

原子力 25％

再エネ 9％

2019
年度

化石火力：76％
ＬＮＧ 37％
石油等 7％
石炭 32％

原子力 6％

再エネ 18％

原子力
20～22％程度

再エネ
36～38％程度

水素・アンモニア
0％

水素・アンモニア
0％

水素・アンモニア
1％程度

水力
11％程度

風力 5％程度

地熱
1％程度

太陽光
14～16％

程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
5％程度風力 0.7％

地熱 0.3％

太陽光
6.7%

ﾊﾞｲｵﾏｽ 2.6％

水力
7.8%

2010
年度

化石火力：41％程度
ＬＮＧ 20％程度
石油等 2％程度
石炭 19％程度



（13）2030年度におけるエネルギー需給の見通し
電力の需給構造については、経済成長や電化率の向上等による電力需要の増加要因が予想されるが、徹底した省エネルギー（節

電）の推進により、2030年度の電力需要は8,640億ｋＷｈ程度、総発電電力量は9,340億ｋＷｈ程度を見込む。
その上で、電力供給部門については、Ｓ＋３Ｅの原則を大前提に、徹底した省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの最大限導入

に向けた最優先の原則での取組、安定供給を大前提にできる限りの化石電源比率の引き下げ・火力発電の脱炭素化、原発依存度の
可能な限りの低減といった基本的な方針の下で取組を進める。
まず、再生可能エネルギーについては、足下の導入状況や認定状況を踏まえつつ、各省の施策強化による最大限の新規案件形成
を見込むことにより、3,130億ｋＷｈ程度の実現を目指す。その上で、2030年度の温室効果ガス46％削減に向けては、もう一段の
施策強化等に取り組むこととし、その施策強化等の効果が実現した場合の野心的なものとして、合計3,360～3,530億ｋＷｈ程度
の導入、電源構成では36～38％程度を見込む。なお、この水準は、上限やキャップではない。今後、現時点で想定できないような取
組が進み、早期にこれらの水準に到達し、再生可能エネルギーの導入量が増える場合には、更なる高みを目指す。その場合には、Ｃ
Ｏ２排出量やコストなどを踏まえて他の電源がこの水準にとどまらず調整されることとなる。
再生可能エネルギーの導入拡大に当たっては、適地の確保や地域との共生、系統制約の克服、コスト低減などの課題に着実に対応
するため、関係省庁が一体となって取り組む。

（略）

また、経済効率性を測る指標である電力コストについては、コストが低下した再生可能エネルギーの導入が拡大し、燃料費の基となるＩ
ＥＡの見通しどおりに化石燃料の価格低下が実現すれば、前回想定した電力コスト（9.2～9.5兆円）を下回る8.6～8.8兆円程度
の水準を見込む（ＦＩＴ買取費用は3.7～4.0兆円が約5.8～6.0兆円程度に上昇、燃料費は5.3兆円が2.5兆円程度に下落、系
統安定化費用は0.1兆円が0.3兆円程度に上昇する）。なお、徹底した省エネルギー（節 電）の推進による電力需要の減少により、
1ｋＷｈ当たりの電力コストで見ると、前回想定した9.4～9.7円を上回る9.9円～10.2円程度を見込む。

27

（参考）第6次エネルギー基本計画案（抜粋②）



28（参考）市場連動型の導入支援（FIP制度）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

FIT制度

市場価格

価格が一定で、収入はいつ発電しても同じ

→ 需要ピーク時（市場価格が高い）に
供給量を増やすインセンティブなし

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23（時）

（売電価格）

FIP制度

市場価格

補助額（プレミアム）が一定で、収入は市場価格に連動

→ 需要ピーク時（市場価格が高い）に蓄電池の活用などで
供給量を増やすインセンティブあり

※補助額は、市場価格の水準にあわせて一定の頻度で更新

（売電価格）

（時）

補助後の収入
（調達価格） 補助後の収入

プレミアム

電力量
[kWh]

0時 12時 24時

１日の電力需要と
太陽光発電の供給量

電力需要

電力供給量
（FIT制度）

電力供給量
（FIP制度）

夕方に需要
ピーク

夕方に
発電量が減少

 大規模太陽光・風力等の競争力ある電源への成長が見込まれるものは、欧州等と同様、電力
市場と連動した支援制度へ移行。

補助後の収入水準
（基準価格（FIP価格））

2020/08/31 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第19回）・再エネ主力化小委員会（第7回）合同会議 資料１（一部加工）



29（参考）2022年度FIP制度施行に向けたスケジュール（イメージ）

2021/09/07 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第35回）・再エネ主力化小委員会（第13回）合同会議 資料3 抜粋

 2022年4月のFIP制度の施行に向けて、今年2月にFIP制度の詳細設計をとりまとめ、現在、関係省令の整備
や周知広報活動等を進めているところ。



（参考）地域活用電源に係る制度の考え方

 地域活用電源については、レジリエンスの強化・エネルギーの地産地消に資するよう、電源の立地制約等の特性に
応じ、FIT認定の要件として、自家消費や地域一体的な活用を促す地域活用要件を設定。

小規模太陽光
（立地制約：小）

小規模水力・小規模地熱・バイオマス
（立地制約：大）

自
治
体

バイオマス
発電設備

通常時

⇒ 低圧太陽光（10-50kW）は、
2020年４月から自家消費型にFIT適用（注１）

（需給一体型モデルの拡大：住宅から店舗/工場へ）

⇒ 一定規模未満（注３）は、
2022年４月から自家消費型・地域消費型、
地域一体型にFIT適用（詳細は次ページ参照）

（レジリエンス強化・エネルギー地産地消を促進）

＜自家消費型要件＞＝①②の両方

① 再エネ発電設備の設置場所で少なくとも30％の自家消費等を
実施すること（注２）

② 災害時に自立運転を行い、給電用コンセントを一般の用に供す
ること

＜地域一体型要件＞＝①～③のいずれか

① 自治体の防災計画等に、再エネ発電設備による災害時を含む電
気又は熱の自治体への供給が位置付けられているもの

② 自治体が自ら事業を実施又は直接出資するもの
③ 自治体が自ら事業を実施又は直接出資する小売電気事業者等
に、

再エネ発電設備による電気を特定卸供給するもの

（注１）高圧（50kW）以上の太陽光は、地域での活用実態を踏まえて、今後、地域活用の在り方を検討。（2021年度はFIT認定の要件として地域活用を求めない。）
（注２）農地一時転用許可期間が10年間となり得る営農型太陽光は、自家消費等を行わないものであっても、災害時活用を条件に、FIT制度の対象とする。
（注３）2022年度に地域活用電源となる規模：1,000kW未満の小規模水力、1,000kW未満の小規模地熱、10,000kW未満のバイオマス。

災害時の
自立運転機能

余剰を売電

避難所等
携帯電話充電や

熱利用(シャワー設備)

（例）
・地域新電力へ売電
・工場内で自家消費
・隣接施設で熱利用

災害時
防災計画等
へ位置付け
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（参考）自家消費型・地域消費型/地域一体型の地域活用要件（小規模水力・小規模地熱・バイオマス）

自家消費型・地域消費型の地域活用要件

以下のいずれかの要件を満たすこと

A) 当該事業計画に係る再生可能エネルギー発電設備により発電される電気量の少なくとも３割を自家消費※１す
るもの（すなわち、７割未満を特定契約の相手方である電気事業者に供給するもの）。

B) 当該事業計画に係る再生可能エネルギー発電設備による電気を再生可能エネルギー電気特定卸供給により供
給し、かつ、その契約の相手方にあたる小売電気事業者または登録特定送配電事業者が、小売供給する電気
量の５割以上を当該発電設備が所在する都道府県内へ供給※２するもの。

C) 当該事業計画に係る再生可能エネルギー発電設備により産出された熱※３を、原則として常時利用する構造を
有し、かつ、当該発電設備により発電される電気量の少なくとも１割を自家消費※１するもの（すなわち、９割
未満を特定契約の相手方である電気事業者に供給するもの）。

※１ 自家消費比率を把握するため、発電電力量を記録することが求められる。
※２ 小売供給の状況については、小売電気事業者または登録特定送配電事業者の協力によって必要な書類の添付等をすることが求められる。
※３ 発電過程で発生した熱を活用する場合に加え、発電設備の一部（井戸等）から産出される熱を活用する場合も認める。

地域一体型の地域活用要件

以下のいずれかの要件を満たすこと

D) 当該事業計画に係る再生可能エネルギー発電設備が所在する地方公共団体の名義（第三者との共同名義含
む）の取り決め※１において、当該発電設備による災害時を含む電気又は熱の当該地方公共団体内への供給
が、位置付けられているもの。 ※１ 当該取り決めには、法律に基づいて当該発電設備に係る認定を地方公共団体が行うものを含む。

E) 地方公共団体が自ら事業を実施または直接出資するもの

F) 地方公共団体が自ら事業を実施または直接出資する小売電気事業者または登録特定送配電事業者に、当
該事業計画に係る再生可能エネルギー発電設備による電気を再生可能エネルギー電気特定卸供給により供給
するもの



32（参考）送電網の増強
2030年度におけるエネルギー需給の見通し（参考資料）（第６次エネ
ルギー基本計画（案）に対するパブリックコメント関連資料）より抜粋



33（参考）2030年に向けた分散型エネルギーリソースの取組の方向性
2030年度におけるエネルギー需給の見通し（参考資料）（第６次エネ
ルギー基本計画（案）に対するパブリックコメント関連資料）より抜粋



34（参考）系統運用の見直し
2030年度におけるエネルギー需給の見通し（参考資料）（第６次エネ
ルギー基本計画（案）に対するパブリックコメント関連資料）より抜粋



35（参考）立地制約の解消に向けた進捗①

（出典）規制改革・行政改革担当大臣直轄チームの取組2050年カーボンニュートラルの実現に向けた、再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検の取組
（令和３年７月15日時点）より抜粋



36（参考）立地制約の解消に向けた進捗②

（出典）規制改革・行政改革担当大臣直轄チームの取組2050年カーボンニュートラルの実現に向けた、再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検の取組
（令和３年７月15日時点）より抜粋



１．国内外の再生可能エネルギーの現状
（１）直近のデータ
（２）国内の政策動向（再エネ政策の全体像）

２．今年度の調達価格等算定委員会の論点案



今年度の本委員会の主な論点（総論）（案） 38

 第６次エネルギー基本計画（案）等をふまえた検討

 第６次エネルギー基本計画（案）においては、2030年度の野心的な温室効果ガス削減目標をふまえた野心的なものと
して、合計3,360~3,530億kWh（総発電量に占める再エネ比率は36～38％）を目指す（※）ということが掲げられて
おり、こうした目標の実現に向けて、S＋３Eを大前提に再エネの主力電源化を徹底し、再エネに最優先の原則で取り組み、
国民負担の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入を促すという方針を掲げている。

（※）なお、この水準は、キャップではなく、今後、現時点で想定できないような取組が進み、早期にこれらの水準に到達し、再生可能エネルギーの導入
量が増える場合には、更なる高みを目指す。

 再エネのコスト低減・市場統合に関しては、国際水準と比較すると依然と高い状況にあることや、既に再エネ賦課金が2.7兆
円の水準に達すると想定されること等、今後、国民負担を抑制しつつ導入拡大との両立を図っていく必要があることから、他
の電源と比較して競争力ある水準まで低減させ、自立的に導入が進む状態を早期に実現していくことや、再エネの自立化
に向けたステップとして、電力市場への統合を積極的に進めていくことを掲げている。

 今年度の本委員会では、こうした第６次エネルギー基本計画（案）の内容もふまえて、

① 2050年カーボンニュートラルや2030年度の温室効果ガス排出削減目標の実現に向けて、再エネの最大限の導入
を進めていくこと

② 同時に、国民負担の増大や地域の安全等への懸念に対応するため、国民負担の抑制と地域との共生を図っていくこと

に留意しつつ、調達価格／基準価格や入札制度等の在り方等を検討すべきではないか。

特に、現時点で設定されていない2023年度におけるFIP/FIT・入札の対象となる区分やその調達価格/基準価格、入札
上限価格について、一定の目安等を示すことで、事業の予見性を高め、積極的な案件形成を促進すべきではないか。

※ 本委員会で検討すべき事項については、他の関係審議会での検討・議論状況もふまえ、必要に応じて、今年度の本委員会でも検討すべきではないか。



39FIT調達価格/FIP基準価格・入札上限価格（再掲） 今年度の本委員会で
御議論いただく事項（案）

電源
【調達/交付期間】

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度～

価格目標

事業用太陽光
(10kW以上)
【20年】

住宅用太陽光
（10kW未満）

【10年】

風力
【20年】

バイオマス
【20年】

※5 ※6 ※7

地熱
【15年】

水力
【20年】

※2 10kW以上50kW未満の事業用太陽光発電には、2020年度から自家消費型の地域活用要件を設定する。ただし、営農型太陽光は、10年間の農地転用許可が認められ得る案件は、自家消費を行わない案件であっても、災害時の活用が可能であればFIT制度の新規認定対象とする。 ※4 風力・地熱・水力のリ
プレースは、別途、新規認定より低い価格を適用。 ※5 主産物・副産物を原料とするメタン発酵バイオガス発電は、当該主産物・副産物が直接燃焼する場合に該当する区分において取り扱う。 ※6 新規燃料については、食料競合について調達価格等算定委員会とは別の場において専門的・技術的な検討を行った上
で、その判断のための基準を策定し、当該基準に照らして、食料競合への懸念が認められる燃料については、そのおそれがないことが確認されるまでの間は、FIT制度の対象としない。食料競合への懸念が認められない燃料については、ライフサイクルGHG排出量の論点を調達価格等算定委員会とは別の場において専門的・技術
的な検討を継続した上で、ライフサイクルGHG排出量を含めた持続可能性基準を満たしたものは、FIT制度の対象とする。 ※７ 石炭（ごみ処理焼却施設で混焼されるコークス以外）との混焼を行うものは、2019年度（一般廃棄物その他バイオマスは2021年度）からFIT制度の新規認定対象とならない。また、2018年
度以前（一般廃棄物その他バイオマスは2020年度以前）に既に認定を受けた案件が容量市場の適用を受ける場合はFIT制度の対象から外す。 ※8 FITの新規認定には、2022年度から地域活用要件を設定する。 ※9 50kW以上1,000kW未満のFIPの新規認定は、入札外で10円。その他入札制の詳細は未
定。 ※10 入札は、FIP新規認定について、2022年度は適用なし、2023年度は未定。 入札の回数等は未定。 ※11 液体燃料は50kW以上。入札上限価格等に係る詳細は未定。

22円（陸上20kW以上）

40円 36円 32円
29円
27円

42円 38円 37円
33円
35円

※1

31円
33円

24円

※3

21円
(10kW以上
2,000kW未

満)

28円
30円

26円
28円

24円
26円

21円(20kW以上)

※1 7/1～
(利潤配慮期間

終了後)

18円
(10kW以上
2,000kW未

満)

18円

※5

36円(浮体式）

※3 出力制御対応機器設置義務あり(2020年度以降は設置義務の有無にかかわらず同区分)

36円（洋上風力（着床式・浮体式））

20円 19円

※4

14円
(10kW以上
500kW未

満)

36円（着床式）

13円
(10kW以上
50kW未満)

12円
(50kW以上
250kW未満)

21円

※2

26円(15,000kW以上)

40円(15,000kW未満)

24円(一般木材等)

24
円

24円
(20,000kW未満)

21円

24円(バイオマス液体燃料)

24円(1,000kW以上30,000kW未満)

29円(200kW以上1,000kW未満)

34円(200kW未満)

20円(5,000kW以上30,000kW未満)

27円 (1,000kW以上5,000kW未満)

24円

24円
(20,000kW未満)

（20,000kW以上）
21円24円

（20,000kW以上）
24円

32円(未利用材)

その他（13円(建設資材廃棄物)、17円(一般廃棄物その他バイオマス)、39円（メタン発酵バイオガス発電 ※５））

32円(2,000kW以上)

40円(2,000kW未満)

※4

※4

8～9円
(2030年)

FIT制度
からの

中長期的な
自立化を
目指す

７円
(2025年)

卸電力
市場価格
(2025年)

12円
(10kW以上
50kW未満)

11円
(50kW以上
250kW未満)

11円
(10kW以上
50kW未)

10円
(50kW以上

入札対象未満)

※2 ※2

入札制
21円

(2,000kW以上)

入札制
15.5円

(2,000kW以上)

入札制
12円/11.5円

(250kW以上)

入札制
14円/13円
(500kW以上)

※3 ※3 ※3 ※3 19円 17円

55円（陸上20kW未満）

入札制（250kW以上）

／入札外（250kW未満）

17円 16円 15円

入札制
34円

32円 29円

（10,000kW未満）
24円

入札制
20.6円 入札制

19.6円
入札制
19.6円

入札制
20.6円

（10,000kW以上）

※10

入札制
（一定規模

以上)

入札制
11円/10.75円/
10.5円/10.25円

(250kW以上) ※9

入札制
（事前非公表）

※10

入札制
※11

入札制（250kW以上）

／入札外（250kW未満）

※8

※8

※8

※8

※8

※8

※8



40（参考）2022年度のFIT/FIP・入札の対象（再掲）

50kW０kW 10,000kW1,000kW

FIP（入札対象外）

250kW

FIT（入札）

FIT（地域活用要件あり）

FIT（地域活用要件あり）

FIP（入札）

FIT（入札）

FIP（入札対象外）

FIP（入札対象外）

FIP（入札対象外）

FIP
（入札）FIP（入札対象外）

FIT（地域活用要件あり）

FIP（入札）

FIP（入札対象外）

FIT（地域活用要件あり）

FIP
（入札対象外）

FIP
（入札対象外）

FIP
（入札対象外）

FIT
(入札対象外)

FIT
(入札対象外)

※選択可能

※選択可能

※選択可能

注1）

注1）太陽光の2022年度の入札対象の閾値は、2021年度の閾値をそのまま仮定していることに留意。 注2）なお、地熱・中小水力の当該の閾値は、2023年度も同じとする。

10kW

 風力以外は一定規模以上はFIPのみ認める。また、50kW以上は事業者が希望すればFIPも選択可能。

 なお、既にFIT認定を受けている事業も、50kW以上は事業者が希望すればFIPに移行可能。

電源

太陽光

風力

地熱

中小水力

バイオマス
(一般木質等)

バイオマス
（液体燃料）

バイオマス
（その他）

※選択可能

※選択可能

※選択可能

FIT（地域活用要件あり）
FIT（住宅用）

注2）

注2）

沖縄地域・離島等供給エリアについては、いずれの電源もFITを選択可能とし、また、地熱・中小水力・バイオマスの地域活用要件を求めない。



今年度の本委員会の主な論点（電源ごとの論点①）（案） 41

＜太陽光発電＞

 事業用太陽光発電の2022年度の入札制

 今年度からの入札制度変更の実績もふまえつつ、競争性の確保を大前提として、更なる導入拡大と継続的なコスト低減の
両立を図るため、どのような募集回数・募集容量や上限価格等の設定が適切か。

 また、2022年度からFIP制度における入札も開始する。このFIP入札の実施指針について、具体的にどう設定するか。例えば、
基本的にこれまでのFIT入札の実施指針を踏襲する形とすることも一案か。

 事業用太陽光発電の2023年度のFIP／FIT・入札の対象

 2023年度のFIP／FIT・入札の対象について、昨年度の本委員会の意見等をふまえつつ、どう設定するか。

 入札対象範囲外の事業用太陽光発電の2023年度の調達価格／基準価格

 昨年度と同様、向こう２年間の入札対象範囲外の事業用太陽光発電の調達価格／基準価格を設定する場合、より効率
的な事業実施を促すため、 2023年度の調達価格／基準価格をどのように設定するか。

 2022年度以降の小規模事業用太陽光（10-50kW）の地域活用要件

 地域との共生を図りながら再エネの最大限導入を促す観点や地域活用電源の趣旨をふまえて、どう設定するか。

 住宅用太陽光発電の2023年度の調達価格

 2023年度の調達価格について、現行の調達価格が家庭用電気料金以下の水準であることをふまえつつ、どう設定するか。

 廃棄等費用の積立て

 2023年度の認定案件に適用される解体等積立基準額について、2023年度の調達価格／基準価格の議論をふまえて、ど
う設定するか。

（参考）令和３年度以降の調達価格等に関する意見
④事業用太陽光発電と地域活用要件
 （略）50kW以上の事業用太陽光については、地域活用要件を設定してFIT制度による支援を当面継続していくのではなく、電源毎の状

況や事業環境をふまえながらFIP制度の対象を徐々に拡大し、早期の自立を促すこととした。



（参考）事業用太陽光発電の国内トップランナー 42
調達価格等算定委員会（第63回）（2020年11月27日）事務局資料より抜粋



（参考）これまでの太陽光入札結果 43

事業用太陽光

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回 第10回 第11回

実施時期
2017年度 2018年度

上期
2018年度

下期
2019年度

上期
2019年度

下期
2020年度

上期
2020年度

下期
2021年度
第１四半期

2021年度
第２四半期

2021年度
第３四半期

2021年度
第４四半期

入札対象 2,000kW以上 500kW以上 250kW以上

募集容量 500MW 250MW 197MW 300MW 416MW 750MW 750MW 208MW 224MW 243MW -

上限価格
21円/kWh
事前公表

15.5円/kWh
事前非公表

15.5円/kWh
事前非公表

14.0円/kWh
事前非公表

13.0円/kWh
事前非公表

12.0円/kWh
事前非公表

11.5円/kWh
事前非公表

11.00円/kWh
事前公表

10.75円/kWh
事前公表

10.50円/kWh
事前公表

10.25円/kWh
事前公表

入札容量
（件数）

141MW
(9件)

197MW
(9件)

307MW
(16件)

266MW
(71件)

186MW
(72件)

369MW 
(255件)

79MW 
(92件)

249MW
(185件)

270MW
(215件)

- -

平均入札
価格

19.64円
/kWh

17.06円
/kWh

15.40円
/kWh

13.46円
/kWh

13.38円
/kWh

11.49円
/kWh

11.34円
/kWh

10.85円
/kWh

10.63円
/kWh

- -

落札容量
（件数）

141MW
(9件)

0MW 
(0件)

197MW
(7件)

196MW 
(63件)

40MW
(27件)

368MW
(254件)

69MW
(83件)

208MW
(135件)

224MW
(192件)

- -

平均落札
価格

19.64円
/kWh

-
15.17円
/kWh

12.98円
/kWh

12.57円
/kWh

11.48円
/kWh

11.20円
/kWh

10.82円
/kWh

10.60円
/kWh

- -

調達価格
決定方法

応札額を調達価格として採用（pay as bid 方式）

 事業用太陽光発電については、2017年度から入札制を適用。入札対象範囲は、2017年度は「2,000kW以上」、
2019年度上期から「500kW以上」、2020年度上期から「250kW以上」に拡大。

 価格予見性の向上や参加機会の増加のため、今年度から上限価格を事前公表に変更するとともに、入札実施回
数を年間４回に増加。この結果、昨年度までは、応札容量が募集容量を下回る状況が続いていたが、今年度は、
第８回・第９回ともに募集容量を上回る応札容量があった。また、平均入札/落札価格も低下傾向。

2020/09/07 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第35回）・再エネ主力化小委員会（第13回）合同会議 資料1 一部加工



（参考）太陽光の入札活性化に向けた制度見直し 44

 入札制度に起因するコストやリスクを取り除き、事業者の積極的な参入を促すため、今年度から以下の入札制度
の見直しを実施。

2020/09/07 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第35回）・再エネ主力化小委員会（第13回）合同会議 資料1 抜粋

課題 見直し項目 見直し前 見直し後

①価格予見性の向上
上限価格

公表/非公表
非公表 公表

②参加機会の増加 入札実施回数 年間２回 年間４回

③資格審査期間の短縮 参加資格審査期間 ３ヶ月程度 ２週間程度

④認定取得期限の
柔軟な設定

落札案件の
認定取得期限

年度内 落札から７ヶ月以内

⑤保証金没収事由の緩和
入札保証金

没収免除事由
工事費負担金を

理由とする免除無し
工事費負担金が高額となったために辞退し
た場合、入札保証金の没収を免除（※）

（※）事業者に帰責性なく、また、事業計画に工事費負担額を記載していた場合に限る。



（参考）これまでの入札結果：第８回太陽光（2021年度第１四半期）45

 第８回太陽光入札は、上限価格を11.00円/kWh、募集容量を208ＭＷとして実施。

 上限価格は、第１回を除き、これまで事前非公表としていたが、事業者からの要請を踏まえ、入札活性化の観点か
ら今回から事前公表とした。募集容量に対し、入札参加資格を得た件数・容量は218件･311MW。そのうち、応
札件数・容量は185件・249MWとなり、募集容量を上回った。

 結果、135件･208MWが落札し、平均落札価格は10.82円/kWh・最低落札価格は10.00円/kWhとなっ
た。上限価格いっぱいで入札した案件は落札できず、前回と比べて、コスト低減が着実に進展。（第７回結果：平
均落札価格11.20円/kWh・最低落札価格10.48円/kWh）

2020/09/07 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第35回）・再エネ主力化小委員会（第13回）合同会議 資料1 一部加工

20 30 40 50 60

入札参加申込件数・容量 ：２３１件・３３０ＭＷ
参加資格を得た件数・容量：２１８件・ ３１１ＭＷ
応札件数・容量 ：１８５件・２４９ＭＷ

入札の結果

平均入札価格 ：１０．８５円／ｋＷｈ
落札件数・容量 ：１３５件・ ２０８ＭＷ
最低落札価格 ：１０．００円／ｋＷｈ
最高落札価格 ：１０．９８円／ｋＷｈ
平均落札価格 ：１０．８２円／ｋＷｈ

落札の結果

【落札案件の分布】

※青色点線の案件は募集容量超過のため不落。 青色点線＋薄赤色塗りつぶしの案件は、
入札容量の一部が募集容量超過のため不落。

（ＭＷ）

10.0

10.5

11.0

0 1 2 3 4 5

上限価格=
入札対象範囲外の調達価格
（11.00円/kWh）



（参考）これまでの入札結果：第９回太陽光（2021年度第２四半期）46

 第9回太陽光入札は、上限価格を10.75円/kWh、募集容量を224ＭＷとして実施。

 応札件数・容量は、215件・270ＭＷと募集容量（224ＭＷ）を上回り、うち192件・224ＭＷが落札した。
平均落札価格は、10.60円/kWhとなり、前回（10.82円/kWh、上限価格11円/kWh）から着実に低減。

 前回同様応札容量が募集容量を上回った結果、上限価格を下回る案件でも落札を逃しており、価格競争が働い
ていると評価できる。

2020/09/07 再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第35回）・再エネ主力化小委員会（第13回）合同会議 資料1 一部加工

入札参加申込件数・容量 ：２４９件・３１８ＭＷ
参加資格を得た件数・容量：２３７件・ ３０２ＭＷ
応札件数・容量 ：２１５件・２７０ＭＷ

入札の結果

平均入札価格 ：１０．６３円／ｋＷｈ
落札件数・容量 ：１９２件／２２４ＭＷ
最低落札価格 ：１０．２８円／ｋＷｈ
最高落札価格 ：１０．７３円／ｋＷｈ
平均落札価格 ：１０．６０円／ｋＷｈ

落札の結果

10.2

10.45

10.7

0 2 4 6 8 10 20 30 40 50

【落札案件の分布】

（ＭＷ）

上限価格=
入札対象範囲外の調達価格
（10.75円/kWh）

※青色点線の案件は募集容量超過のため不落。 赤色点線＋薄赤色塗りつぶしの案件は、
入札容量の一部が募集容量超過のため不落。



（参考）事業用太陽光発電の年度別／規模別FIT認定・導入状況 47

 2020年度の事業用太陽光発電のFIT導入量は5,000MWであり、過去３年と同程度だった。

 2020年度の事業用太陽光発電のFIT認定量は890MWであり、前年度の2019年度と比較して、４割程度の容量となった。特
に、自家消費型要件のかかる10-50kWの認定量が大きく減少した。一方で、入札対象の250kW以上については、今年度の第
８回・第９回入札の落札容量の合計（430MW）が、既に2020年度の認定量（390MW）を上回っている。

単位：MW

（注）オレンジハイライトは入札対象区分。また、四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

＜2021年３月末時点のFIT導入量＞
10

-50kW
50

-100kW
100

-250kW
250

-500kW
500

-750kW
750

-1,000kW
1,000-

2,000kW
2,000kW- 10kW-全体合計

2012年度
2013年度 2,416 44 380 561 403 640 1,788 539 6,772

2014年度 3,581 23 261 563 463 538 1,943 1,000 8,372

2015年度 2,923 13 238 562 429 441 2,291 1,255 8,152

2016年度 1,936 8 142 356 266 250 1,342 1,145 5,445

2017年度 1,492 4 96 295 182 185 1,049 1,444 4,748

2018年度 1,523 4 82 268 144 162 882 1,843 4,907

2019年度 1,530 3 77 288 139 164 743 1,937 4,880

2020年度 1,273 2 71 317 121 156 789 2,271 5,000

16,674 101 1,346 3,210 2,148 2,536 10,828 11,435 48,277

単位：MW＜2021年３月末時点のFIT認定量＞
10

-50kW
50

-100kW
100

-250kW
250

-500kW
500

-750kW
750

-1,000kW
1,000-

2,000kW
2,000kW- 10kW-全体合計

2012年度 2,252 46 389 677 544 971 3,436 6,339 14,654

2013年度 6,439 27 367 1,002 829 918 5,165 9,409 24,155

2014年度 3,307 16 277 570 383 322 1,610 3,649 10,134

2015年度 1,552 4 91 226 143 104 477 755 3,353

2016年度 2,290 3 105 333 187 164 549 1,158 4,789

2017年度 637 2 60 222 91 111 344 39 1,506

2018年度 3,330 4 130 507 231 236 1,017 196 5,649

2019年度 1,697 2 56 476 1 15 95 105 2,447

2020年度 233 5 260 53 19 48 128 145 891

21,737 109 1,734 4,066 2,428 2,889 12,822 21,794 67,579



＜風力発電＞

 風力発電の2023年度のFIPの対象となる区分等

 2023年度のFIPの対象となる区分等について、昨年度の本委員会の意見をふまえつつ、どう設定するか。また、風力発電を
地域活用電源として支援していくことの是非や支援する場合の地域活用要件について、どう設定するか。

 陸上風力発電の2022年度以降の入札制（入札対象・入札量・上限価格等）

 今年度の入札結果をふまえつつ、 2022年度以降の年間募集容量について、競争性の確保を大前提として、更なる導入拡
大と継続的なコスト低減の両立を図るため、どう設定するか。

 今年度の入札結果をふまえつつ、 2022年度以降の入札対象範囲について、どう設定するか。

 昨年度と同様、向こう３年間の上限価格を設定する場合、2024年度の上限価格について、より効率的な事業実施を促す
ため、どう設定するか。

今年度の本委員会の主な論点（電源ごとの論点②）（案） 48

（参考）令和３年度以降の調達価格等に関する意見
(3)風力発電の2022年度以降の取扱い
 これらをふまえると、風力発電の基本的な方向性として、まずは、入札制の導入によるコスト低減から進めることが妥当と考えられる。すなわち、

少なくとも2022年度は、風力発電に対して、FIP制度のみ適用が認められる区分等は設けないこととし、来年度以降の本委員会にて、風力
発電の状況や事業環境をふまえつつ、2023年度以降の取扱いについて検討することとした。また、一部の風力発電を地域活用電源として支
援していくことの是非及び支援する場合の地域活用要件についても、それに合わせて、来年度以降の本委員会にて検討することとした。

（参考）令和３年度以降の調達価格等に関する意見
④陸上風力発電の入札対象範囲
 また、後述のとおり３年間の複数年度価格設定を行うところ、入札対象範囲「250kW以上」を2021年度～2023年度にわたり維持すること

を原則としつつ、今後、入札の結果をふまえて、2022年度以降の入札対象範囲については、必要に応じ見直すこととした。

（参考）令和３年度以降の調達価格等に関する意見
⑤陸上風力発電の入札上限価格の事前公表/非公表・募集容量
 また、風力発電については、地元調整、関係法令の手続き等を勘案し、３年間の複数年度の調達価格を取りまとめてきたことをふまえ、向こう

３年間の上限価格及び年間募集量を示すこととした。ただし、年間募集容量については、今後の動向をふまえて募集量に対して応札量が大
きく差が発生することが想定されるような場合には、2022年度以降について必要に応じ見直すこととした。



＜風力発電＞

 着床式洋上風力発電の2023年度の取扱い

 2023年度以降の再エネ海域利用法適用外の着床式洋上風力発電の調達価格／基準価格について、昨年度の本委員
会の意見をふまえつつ、どう設定するか。

 浮体式洋上風力発電の2024年度の取扱い

 2024年度の再エネ海域利用法適用外の浮体式洋上風力発電について、再エネ海域利用法適用案件が着床式・浮体式を問
わず洋上風力発電が入札制に移行していること等もふまえつつ、どう取り扱うか。

今年度の本委員会の主な論点（電源ごとの論点③）（案） 49

（参考）令和３年度以降の調達価格等に関する意見
 以上をふまえ、着床式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外）の調達価格または基準価格は、2022年度については、着床式洋上風

力発電（再エネ海域利用法適用対象）で2022年度前後にFIT認定を取得する見込みの事業の公募における供給価格上限価格29円
/kWhと同水準に設定することとし、2021年度については、徐々にコストを低減していくために、2020年度の着床式洋上風力発電（再エネ
海域利用法適用外）の入札の上限価格と2022年度の平均価格を設定することとした。また、2023年度以降については、今後の着床式洋
上風力発電（再エネ海域利用法適用対象）の供給価格上限額の議論をふまえつつ、来年度以降の本委員会で検討することとした。



50（参考）陸上風力発電のコスト動向

0

10

20

30

40

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

設置年別中央値 10,000kW未満 10,000-30,000kW 30,000kW以上
（円/kWh）

（設置年）

 陸上風力発電について案件ごとのkWh当たりコストを分析すると、各設置年別の中央値は、概ね10円台前半で
横ばいに推移していること分かった。

 また、各案件のkWh当たりのコストをプロットすると、案件ごとのばらつきは大きいものの、10円を下回る案件も複
数あり、なかには、価格目標（8～９円/kWh）付近のコストで事業を実施できている案件もある。

＜陸上風力発電のkWh当たりのコスト（設置年別）＞

※（資本費＋運転維持費）／発電電力量により、機械的・簡易的に計算した。割引率は3%と仮定。最新の調達価格等の想定値を使用し、IRR0%及びIRR3%の場合の比率をもとに機械的・簡易的に計算した。

※2020年９月23日までに報告された20kW以上の定期報告データを分析対象している。

（3件） （6件） （14件） （16件） （11件） （16件） （10件） （5件）

調達価格等算定委員会（第63回）（2020年11月27日）事務局資料より抜粋



51（参考）陸上風力発電の国内トップランナー
調達価格等算定委員会（第63回）（2020年11月27日）事務局資料より抜粋



52（参考）促進区域の指定に係る現状

 2019年7月、以下の①～④の4区域を「有望な区域」として整理。その後、「促進区域」に指定（①2019年12月、
その他は2020年7月）。さらに、①は2020年12月に公募を終了し、公募占用計画の審査を経て、2021年6月
に事業者を選定。②～④は、提出された公募占用計画を審査中。

 2020年7月、以下の⑤～⑧の4区域を「有望な区域」として整理。その後、各区域における協議会の進捗、促進区
域指定基準への適合状況や都道府県からの情報提供を踏まえ、2021年９月13日、 ⑤を「促進区域」に指定す
るとともに、⑨～⑫の4区域を新たに「有望な区域」として追加・整理。

⑲岩手県久慈市沖

⑧青森県沖日本海（北側）

⑭北海道岩宇・南後志地区沖

⑬北海道檜山沖

⑤秋田県八峰町・能代市沖

⑨秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

⑦青森県沖日本海（南側）

⑥長崎県西海市江島沖

⑩山形県遊佐町沖

⑪新潟県村上市・胎内市沖

①長崎県五島市沖

④千葉県銚子市沖

③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

⑯青森県陸奥湾

⑮北海道島牧沖

⑱北海道石狩市沖

⑰北海道松前沖

⑳福井県あわら市沖

⑫千葉県いすみ市沖

㉑福岡県響灘沖

㉒佐賀県唐津市沖
【凡例】
●促進区域
●有望な区域
●一定の準備段階に進んでいる区域
※下線は2021年度新たに追加した区域

＜促進区域、有望な区域等の指定・整理状況（2021年9月13日）＞

促進区域

①長崎県五島市沖

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）

④千葉県銚子市沖

⑤秋田県八峰町・能代市沖

有望な区域

⑥長崎県西海市江島沖

⑦青森県沖日本海（南側）

⑧青森県沖日本海（北側）

⑨秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

⑩山形県遊佐町沖

⑪新潟県村上市・胎内市沖

⑫千葉県いすみ市沖

一定の準
備段階に
進んでいる
区域

⑬北海道檜山沖

⑭北海道岩宇・南後志地区沖

⑮青森県陸奥湾

⑯北海道島牧沖

⑰北海道松前沖

⑱北海道石狩市沖

⑲岩手県久慈市沖（浮体）

⑳福井県あわら市沖

㉑福岡県響灘沖

㉒佐賀県唐津市沖
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＜地熱発電・中小水力発電＞

 地熱発電・中小水力発電の2023年度以降の取扱い

 2023年度及び2024年度の調達価格／基準価格について、昨年度の本委員会の意見もふまえつつ、どう設定するか。

• 特に中小水力発電（1,000kW以上30,000kW未満）については、コスト実績が2021年度の調達価格の水準を下回っており、昨年度の
本委員会において「2023年度以降は、各動向をふまえながら、想定値の見直しを含め、来年度以降の本委員会で改めて検討する」とされた。

 2024年度のFIPの対象となる区分等について、地熱発電や中小水力発電は、ベースロード電源であり出力が安定していること
から、FIP制度により早期に電力市場へ統合していくことが適切と考えられる中で、どう設定するか。

＜バイオマス発電＞

 バイオマス発電の2023年度以降の取扱い

 2023年度の調達価格／基準価格について、昨年度の本委員会の意見もふまえつつ、どう設定するか。

 2023年度のFIPの対象となる区分等について、昨年度の本委員会の意見もふまえつつ、どう設定するか。

 バイオマス発電の2022年度の取扱い

 2022年度も入札対象とされている一般木材等（10,000kW以上）及びバイオマス液体燃料（全規模）について、募集
容量や上限価格等をどう設定するか。

 また、バイオマス持続可能性WGでの食料競合・ライフサイクルGHG・第三者認証スキームについての専門的・技術的な議論を
ふまえて、新規燃料の取扱い等について検討すべきではないか。

（参考）令和３年度以降の調達価格等に関する意見
④調達価格・基準価格＜メタン発酵バイオガス発電について＞
 こうした事情を勘案し、調達価格・基準価格における各想定値は、メタン発酵バイオガス発電のいずれの規模についても、2022年度は変更し

ないこととし、2023年度以降は、各動向をふまえながら、想定値の見直しや、区分の細分化を含め、来年度以降の本委員会で改めて検討す
ることとした。

（参考）令和３年度以降の調達価格等に関する意見
(3)バイオマス発電の2022年度以降の取扱い
 （略）向こう３年間、すなわち、2023年度までの取扱いについて本年度に示すことが効率的という考え方もある。他方、2023年度以降早

期に1,000kW以上をFIP制度のみ認めることを目指すことをふまえ、2023年度以降の取扱いは、FIP制度施行に向けた各動向等をふまえつ
つ、来年度の本委員会にて決定することとした。



54（参考）地熱発電の国内トップランナー
調達価格等算定委員会（第65回）（2020年12月23日）事務局資料より抜粋



55（参考）中小水力発電の国内トップランナー
調達価格等算定委員会（第65回）（2020年12月23日）事務局資料より抜粋



56（参考）中小水力発電の規模別コストデータ・認定量/導入量
調達価格等算定委員会（第65回）（2020年12月23日）事務局資料より抜粋



57（参考）木質等バイオマス発電の国内トップランナー
調達価格等算定委員会（第65回）（2020年12月23日）事務局資料より抜粋



58（参考）メタン発酵バイオガス発電の資本費・運転維持費

調達価格等算定委員会（第65回）（2020年12月23日）事務局資料より抜粋
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 2018年度の本委員会からの要請をふまえ、2019年４月にバイオマス持続可能性WGを設置。同WGにおいて、
2019年11月、「FIT制度下における持続可能性評価基準」、「個別認証への適用」等について中間整理。

 その後、2019年度の本委員会からの要請等をふまえ、昨年度以降、同WGにて、「食料競合」・「ライフサイクル
GHG」、「第三者認証スキームの追加」について、その内容を専門的・技術的に検討しているところ。

（参考）バイオマス持続可能性ワーキンググループにおける検討状況

2020/8/04バイオマス持続可能性ワーキンググループ（第6回） 資料1（部分抜粋）

検討項目 整理した内容（要旨） 継続検討する内容（要旨）

食料競合

【判断基準】
 食料競合の懸念の有無は、①可食か否か、②土地利用変化への影響により判断。具体的に

は、非可食かつ副産物のバイオマス種を食料競合の懸念がないものと判断。
【確認方法】
 個別案件毎に、第三者認証スキームを通じてバイオマス種を確認。
 食料競合の懸念の無いバイオマス燃料であっても、可食部と同時に発生するものである場合、

宣誓書、購入契約書等により可食部の分離について案件別に確認を実施。

 海外における議論の経過も注視しつつ、我が国に
おいても、必要に応じて、可食のバイオマス種及び
主産物のFIT制度上の扱いを検討。

ライフサイクルGHG

論点を「算定式」、「排出量の基準」、「確認手段等」の３点に整理。
【算定式】
 先行制度を参考として、対象ガス、対象工程、アロケーション、活動量や排出係数等の技術

的・専門的な詳細項目を整理。
【排出量の基準及び確認手段等】
 算定式の検討状況を踏まえた上で、事業者等から各工程や排出活動別の排出量の改善がど

の程度可能であるのか等について実態を把握の上、検討を進める方針を整理。

【算定式】
 海外からのバイオマス燃料の輸送実態等のファクト

を整理の上、技術的・専門的な詳細項目を検討。
【排出量の基準及び確認手段】
 事業者ヒアリング等によるファクトの整理、各バイオ

マス燃料の排出量を試算の上、排出量の基準等
を検討。

新第三者認証
スキームの追加等

【新第三者認証の追加】
 現行認められているRSPO及びRSBに加えて、GGL（PKSとパームトランクが対象）を追加。
【検討時期の明確化】
 原則、夏頃までに、追加の希望意思を事務局に示した第三者認証制度に関し、意見聴取等

を行い、検討結果は、年内に調達価格等算定委員会に報告。
【持続可能性確認に係る経過措置について】
第三者認証機関における審査が想定以上に遅延していること等に鑑み、発電事業者が、第三

者認証を取得したバイオマス燃料の調達のために必要と考えられる準備期間を確保するため、以
下のとおり持続可能性確認に係る経過措置を延長。
 パーム油の持続可能性確認に係る経過措置を2022年3月末まで1年間延長。
 PKS及びパームトランクの持続可能性確認に係る経過措置を2023年3月末まで1年間延長。

【新第三者認証の追加】
 今回の評価では不採用となった第三者認証につ

いて、改正が行われる等により、再度評価すること
を求められた場合は、再検討。

 新たな第三者認証が整備され、評価を求められた
場合は、新たに検討。

※ 「令和2年度の調達価格等に関する意見（2020年2月調達価格等算定委員会）」において、新規燃料がFIT制度の対象となる条件として、２項目「①食料競合の懸念が認められない
こと」及び「②ライフサイクルGHG排出量を含めた持続可能性基準を満たすこと」を整理。

第９回バイオマス持続可能性ワーキンググループ（2020年11月30日）事務局資料より抜粋（一部加工）


